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(歳入)

決　算　額
（円）

構成比
(％)

決　算　額
（円）

構成比
(％)

増減額
(H27-H26)

増減率
(％)

 市税 * 13,587,748,628 28.7 13,380,303,915 27.0 △207,444,713 △1.5

 地方譲与税 376,360,005 0.8 393,510,006 0.8 17,150,001 4.6

 利子割交付金 21,777,000 0.0 22,500,000 0.0 723,000 3.3

 配当割交付金 89,967,000 0.2 70,616,000 0.1 △19,351,000 △21.5

 株式等譲渡所得割交付金 52,453,000 0.1 71,271,000 0.1 18,818,000 35.9

 地方消費税交付金 1,352,537,000 2.9 2,273,449,000 4.6 920,912,000 68.1

 ゴルフ場利用税交付金 39,533,620 0.1 39,693,815 0.1 160,195 0.4

 自動車取得税交付金 51,987,000 0.1 84,266,000 0.2 32,279,000 62.1

 地方特例交付金 53,901,000 0.1 52,056,000 0.1 △1,845,000 △3.4

 地方交付税 10,905,112,000 23.0 10,892,213,000 22.0 △12,899,000 △0.1

 交通安全対策特別交付金 24,004,000 0.1 25,501,000 0.1 1,497,000 6.2

 分担金及び負担金 * 523,269,939 1.1 487,195,907 1.0 △36,074,032 △6.9

 使用料及び手数料 * 1,524,254,827 3.2 1,555,259,362 3.1 31,004,535 2.0

 国庫支出金 5,882,165,180 12.4 7,073,868,882 14.3 1,191,703,702 20.3

 県支出金 3,397,111,367 7.2 3,683,612,781 7.4 286,501,414 8.4

 財産収入 * 279,296,274 0.6 259,378,743 0.5 △19,917,531 △7.1

 寄附金 * 31,176,236 0.1 66,814,954 0.1 35,638,718 114.3

 繰入金 * 1,441,592,966 3.0 2,527,773,465 5.1 1,086,180,499 75.3

 繰越金 * 1,391,996,275 2.9 1,078,715,565 2.2 △313,280,710 △22.5

 諸収入 * 3,018,892,609 6.4 3,110,531,873 6.3 91,639,264 3.0

 市債 3,327,500,000 7.0 2,453,400,000 4.9 △874,100,000 △26.3

歳  入  合  計 47,372,635,926 100.0 49,601,931,268 100.0 2,229,295,342 4.7

自主財源 21,798,227,754 46.0 22,465,973,784 45.3 667,746,030 3.1

依存財源 25,574,408,172 54.0 27,135,957,484 54.7 1,561,549,312 6.1

対前年度

平成２７年度　一般会計決算の状況

区　　分

　　　　　*印:自主財源

平成２７年度平成２６年度
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(歳出　目的別)

決　算　額
（円）

構成比
(％)

決　算　額
（円）

構成比
(％)

増減額
(H27-H26)

増減率
(％)

 議会費 318,868,634 0.7 333,966,885 0.7 15,098,251 4.7

 総務費 4,399,755,744 9.7 5,220,207,552 11.3 820,451,808 18.6

 民生費 16,184,822,696 35.6 16,278,471,296 35.4 93,648,600 0.6

 衛生費 4,366,662,185 9.6 5,463,162,742 11.9 1,096,500,557 25.1

 労働費 174,779,579 0.4 126,632,435 0.3 △48,147,144 △27.5

 農林水産業費 998,694,838 2.2 1,398,807,580 3.0 400,112,742 40.1

 商工費 1,710,222,390 3.7 1,950,183,691 4.2 239,961,301 14.0

 土木費 4,516,244,990 9.9 4,258,129,353 9.3 △258,115,637 △5.7

 消防費 3,041,043,296 6.7 2,342,794,958 5.1 △698,248,338 △23.0

 教育費 5,651,505,698 12.4 4,718,758,603 10.3 △932,747,095 △16.5

 災害復旧費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

 公債費 4,128,738,399 9.1 3,893,520,219 8.5 △235,218,180 △5.7

 諸支出金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳 出 合 計 45,491,338,449 100.0 45,984,635,314 100.0 493,296,865 1.1

実質収支

円

円

円

円

円

翌 年 度へ繰り越すべき財源

歳　入　歳　出　差　引　額

歳　　　　　出　　　　　額

平成２７年度

2,702,026,020

45,984,635,314

対前年度

歳　　　　　入　　　　　額 49,601,931,268

3,617,295,954

915,269,934

区　　分

実　  質 　 収 　 支 　 額

平成２６年度
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(歳出　性質別)

構成比
(％)

構成比
(％)

増減率
(％)

人件費 20.0 19.7 △0.2

物件費 12.6 12.7 1.7

維持補修費 0.4 0.4 △1.1

扶助費 22.0 21.6 △0.3

補助費等 6.9 6.2 △9.8

普通建設事業費 10.2 10.6 5.1

災害復旧事業費 0.1 0.1 △34.4

公債費 9.1 8.5 △5.7

積立金 1.5 2.6 77.9

投資及び出資金 0.0 0.0 0.6

貸付金 2.2 2.4 8.7

繰出金 15.0 15.2 2.3

100.0 100.0 1.1

財政指標・健全化判断比率

6,992,513

23.8

158,189

説　　　　　　明

93.1

黒字

5.8

連結実質赤字比率 黒字

5,805,754

19,378

△22,834

△235,218

527,789

116

基準財政需要額に対する基準財政収入額の
割合(３か年平均)

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債
の標準財政規模に対する比率

43,614

黒字

黒字

5.6

0.560

90.3

1,094,537

3,893,520

1,205,654

493,297

87,399

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財
政規模に対する比率

全会計を対象とした実質赤字の標準財政規
模に対する比率

一般会計等が負担する元利償還金及び準元
利償還金の標準財政規模に対する比率

45,984,635

歳入の経常一般財源総額に対する歳出の経
常経費充当一般財源の比率

平成２７年度

26.9将来負担比率

0.555

実質公債費比率

平成２６年度

決　算　額
（千円）

区　　分

平成２７年度

決　算　額
（千円）

対前年度

（単位：千円）

増減額
(H27-H26)

238,657

△14,657

95,897

△2,068

△32,442

180,422

9,962,112

2,842,771

4,879,081

△307,531

9,065,2799,079,936

5,709,857

歳 出 合 計

1,007,138

6,834,324

指　　　標 平成２６年度

実質赤字比率

経常収支比率

45,491,338

4,128,738

677,865

19,262

財政力指数

182,490

9,994,554

3,150,302

4,640,424

66,448
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（１）特別会計

増減率
(％)

歳入 △3.3

歳出 △3.3

差引 皆増

歳入 13.1

歳出 14.3

差引 △13.5

歳入 △0.5

歳出 △0.5

差引 △11.9

歳入 14.6

歳出 4.0

差引 751.0

歳入 2.0

歳出 1.0

差引 91.3

歳入 4.5

歳出 4.5

差引 0.0

歳入 △5.0

歳出 △22.5

差引 1,017.7

歳入 42.2

歳出 39.5

差引 155.5

歳入 87.0

歳出 0.0

差引 87.0

歳入 △1.3

歳出 △4.7

差引 61.5

歳入 0.3

歳出 0.2

差引 26.6

歳入 6.5

歳出 6.4

差引 9.5

354,839,107

1,392,214,225

785,920,311

33,926,901,694

860,963,117

336,683,918

平成２７年度　特別会計及び企業会計決算の状況

発電事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

特別会計　合計

学校給食共同調理場事業特別会計

新里温水プール事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

下水道事業特別会計

767,729,871

簡易水道事業特別会計

介護保険事業特別会計 12,283,012,988

106,262

住宅新築資金等貸付事業特別会計

536,758,673

3,739,109,160

3,739,002,898

4,026,700

区　　　分 決　 算　 額
（円）

平成２７年度

767,745,871

16,000

16,838,032,770

農業集落排水事業特別会計

16,301,274,097

182,903,666

163,579,781

19,323,885

12,546,049,572

263,036,584

263,640,164

263,640,164

0

5,019,856

3,246,583

0

3,246,583

宅地造成事業特別会計

3,758,800,186

120,589

159,607,523

2,270,678

12,298,840,445

88,856

17,890,325

137,478,674

252,305,071

252,305,071

2,651,145

29,321,509

3,389,000

平成２６年度

△19,797,288

△14,327

18,155,189

1,395,603,225

0

5,282,009

5,193,153

247,209,127

121,651,217

904,300

125,557,910

11,335,093

11,335,093

0

7,544,916

620,760,860

3,758,920,775

794,046,038

794,046,038

0

17,480,443

157,336,845

6,907,543

12,161,361,771

350,347,327

321,025,818

24,387,986

993,156

2,121,564,290

75,042,806

23,296,143

6,242,936

17,053,207

2,035,714,364

△84,002,187

△19,811,615

36,123,508,790

△15,658,100

11,166,320

△4,491,780

1,047,255

6,069,583

0

1,394,865,370

4,290,210

3,552,3551,399,155,580

25,435,241

6,069,583

901,210

2,196,607,096

35,262,545,67333,140,981,383

対前年度

増減額
(H27-H26)

△26,300,167

△26,316,167

16,000

1,951,712,177

△262,153

△1,166,453

2,823,000

637,373

2,823,000

0

決　 算　 額
（円）

14,886,320,593

14,265,559,733

409,882
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（２）企業会計（水道事業会計）

　①未処分利益剰余金の処分について

（消費税及び地方消費税抜）

円 円

円 円

　②決算 （消費税及び地方消費税込）

増減率
(％)

収入 0.1

支出 △5.5

差引 31.6

収入 75.8

支出 80.0

差引
不足額

81.7

計

利益積立金 建設改良積立金 繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

817,891,965

1,133,392,180

0398,222,416

円

629,504,263

450,026,547

収益的事業

資本的事業

区　　分

その他未処分利
益剰余金変動額

平成２７年度

決　 算　 額
（円）

2,304,168,179

1,841,538,326

315,500,215

平成２６年度

決　 算　 額
（円）

2,301,248,510

1,949,591,513

351,656,997

179,477,716

95,444,779 302,777,637 0

当年度純利益

計

円

398,222,416

前年度繰越
利益剰余金

0

利益剰余金処分額

円

367,865,418

110,972,856

136,022,499

503,887,917

△108,053,187

2,919,669

増減額
(H27-H26)

462,629,853

対前年度

398,222,416

円
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　　　　　　☆ は新規事業

　　　　　　◇ は継続・拡大事業

　　　　　　◎ は地方創生・地域消費喚起

単位：千円

所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

◇
中小企業新規取引先
開拓支援

産 業 政 策 課

新規取引先開拓を目指し、展示会等への出展及び
国際認証等の取得をしようとする市内企業を支援
するとともに、大規模展示会に桐生市ブースを設
置し、優れたものづくり技術を発信

4,259

◎ 海外販路開拓支援 産 業 政 策 課

東アジア経済圏の活力を取り込むため、主要都市
で開催される展示会、商談会へ参加するととも
に、雲林県主要都市と友好連携に関する覚書を取
り交し、政府間での連携体制を構築

5,770

◇ 企業立地促進 産 業 政 策 課

県と連携した積極的な企業誘致活動及び企業の市
外流出防止活動の実施をするとともに、板橋上赤
坂工業団地への進出済み企業に対し企業立地促進
助成金を交付

4,900

◎
子育て就労者市内居
住奨励

産 業 政 策 課
市内企業に勤務し、かつ、市外に在住する子育て
世帯が定住を目的として市内転入した場合に奨励
金を交付(19世帯64人が転入)

2,600

◇
桐生武井西工業団地
の整備

都 市 計 画 課
県企業局と協定書の締結を行い用地買収を実施。
更なる連携・協力に努め、桐生武井西工業団地整
備を推進

－

◇ 武井西道路整備 都 市 計 画 課
桐生武井西工業団地内の幹線道路の整備に向け、
詳細設計業務委託、道路整備のための用地購入及
び補償を実施

24,699

◇
北関東産官学研究会
連携支援

産 学 官 推 進 室
産学官共同研究による地域産業の振興と大学の教
育研究の活性化を支援

28,549

◇ 創業促進・支援 産 学 官 推 進 室
創業支援施設の整備・運営を通じて、新規創業を
目指す起業家を養成・支援

17,639

◎
創業促進・経済循環
創造支援

産 学 官 推 進 室

創業者や若者等が街中に集まる仕組みづくりを行
いながら、活発な創業支援事業を展開しようとす
る民間団体への支援を通じて、創業や経済循環の
創出を促進

10,000

◎
スーパープレミアム
付き商品券の発行

産 業 政 策 課
地域における消費喚起に直接効果のある「スー
パープレミアム付き商品券」の発行により、地元
消費の拡大、地域経済の活性化を促進

189,801

☆
中心市街地空き店舗
対策補助

産 業 政 策 課
中心市街地の空き店舗を活用し、中心商店街の活
性化・賑わい創出等に寄与できる新規の出店事業
者に対し、店舗改修費の一部を補助

4,975

平成２７年度　主要事業の概要

事　業　名

元気で活力あるまちづくり元気で活力あるまちづくり元気で活力あるまちづくり元気で活力あるまちづくり
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所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

◇
中心市街地空き店舗
活用支援資金

産 業 政 策 課
中心市街地の空き店舗を活用して行う事業への融
資にあたり、利用促進を図るため利率引下げ等の
要件緩和を実施

48,959

◇
桐生新町重伝建地区
保全整備

重 伝 建
ま ち づ く り 課

重要伝統的建造物群保存地区にふさわしい建造物
の修理や修景事業、防災対策事業を実施。また、
保存修理を推進するため、新たに保存調査費に対
する補助制度を追加(伝統的建造物群保存事業補
助金 修理 3件、修景 1件、調査 3件)

32,194

◎
桐生が岡動物園の充
実

公 園 緑 地 課 ・
観 光 交 流 課

新ライオン舎の建設やウェルカム看板の設置とと
もに、動物とのふれあいや乗馬等の参加体験型イ
ベントを実施。また、動物園・遊園地から‘まち
なか’へ観光客の流れを創出するため、動物園周
辺マップを作成するとともに低速電動コミュニ
ティーバス「ＭＡＹＵ」を運行

98,424

☆ 梅田台緑地整備 公 園 緑 地 課
桐生川ダム湖右岸に位置する緩やかな傾斜地に市
民のレクリェーションや憩いの場となる都市緑地
の整備に向けて、実施設計業務委託を実施

11,302

◎ 観光ＰＲ映像作成 観 光 交 流 課

本市の魅力ある観光資源を映像化し、観光誘客・
宣伝に効果的に活用。国内外に向けて本市の魅力
を発信するため、４か国語(日本語、英語、中国
語、韓国語)で作成

3,240

◇
観光推進・ググっと
ぐんま観光キャン
ペーン

観 光 交 流 課

絹産業遺産を活用した産業観光を推進するための
各種宣伝事業や、旅行社等を対象としたモニター
ツアー、イベントの開催を通じ、知名度向上と観
光客増加に資する各種事業を実施

12,391

◇ 環境都市推進事業 環 境 課

「環境先進都市将来構想」の将来像実現に向けた
施策を推進。また、産学官連携により“メイド・
イン桐生の小水力発電設備”の開発に向けた取り
組みを継続支援

1,798

☆
公共施設再生可能エ
ネルギー導入

黒 保 根
市 民 生 活 課

再生可能エネルギーの活用と非常用電源の確保を
図り“災害に強く低炭素なまちづくり”を推進す
るため、黒保根町の防災拠点である支所に太陽光
発電設備及び蓄電池設備を整備

33,858

◇
ごみ減量・再生資源
化事業

環 境 課
地域の資源回収の強化、リサイクル率の向上を目
指し、集団回収奨励金の単価変更を実施。併せて
ごみ減量化への意識啓発を促進

9,152

☆
地域材生産加工施設
整備支援

林 業 振 興 課
みどり市と協調し、わたらせ森林組合が行う木材
の生産加工施設の整備に対する支援を実施

31,334

☆
市民活動応援サイト
の構築

市 民 生 活 課

市、社会福祉協議会及びきりゅう市民活動推進
ネットワークで共同開発した桐生市民活動応援サ
イト「ゆいねっと」により、社会貢献活動の促進
に向け、市民活動団体の交流と情報発信を拡充

1,765

◇ 定住促進事業 空 き 家 対 策 室
移住・定住の促進のため、相談会の開催や移住希
望者への情報発信、お試し暮らし、空き家見学会
などを実施。また、空き家・空き地バンクを充実

1,142

合計 578,751

事　業　名
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所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

◎ 自主防災事業 安 全 安 心 課

土砂災害警戒区域等対象地区(48自治会)に対し、
土砂災害ハザードマップの作成及び毎戸配付を行
うとともに、防災アドバイザーの助言のもと、住
民懇談会の開催、自主避難計画(リーフレット)の
作成及び地区内への毎戸配付、自主避難訓練等を
実施。また、魅力あるコミュニティ助成事業によ
り自主防災組織の活動を支援

13,906

☆
地域包括支援セン
ターの充実

長 寿 支 援 課

「第6期桐生市高齢者保健福祉計画」の始動によ
り日常生活圏域が5圏域から8圏域に細分化された
ことに伴い、地域包括支援センターを5か所から8
か所に増設し、高齢者がより身近な地域できめ細
やかなサービスが受けられるよう支援

135,664

☆
障害者基幹相談支援
事業

福 祉 課

社会福祉士、精神保健福祉士等の資格を有した相
談支援専門員を3名、障害者ピアカウンセラー1名
を配置し「障害者基幹型相談室」を設置。相談支
援の拠点として総合的、専門的な相談を実施(年
間相談件数 1,329件)

15,079

◇ がん検診の充実 健 康 づ く り 課
これまで対象年齢を40歳から60歳までとしていた
大腸がん検診の年齢制限を撤廃し、40歳以上に拡
大

98,379

◇ 歯周疾患検診の充実 健 康 づ く り 課
歯周疾患検診の個人負担を無料にするとともに、
これまで40歳から70歳までの5歳刻みとしていた
対象年齢を拡大し、30歳と35歳を追加

1,028

◇
不妊治療費助成の拡
充

健 康 づ く り 課
不妊治療を行っている夫婦の負担を軽減するた
め、不妊治療に要する医療費の一部を助成。年数
を3年から5年に延ばし支援を拡充

6,518

◇ 厚生病院負担金 健 康 づ く り 課
救急医療等の不採算部門を担う地域の中核医療機
関に係る支援を拡大

831,524

◇
厚生病院医師確保対
策

健 康 づ く り 課
厚生病院医師確保のための住宅負担軽減支援など
に加え、研究・研修体制を整備

36,528

☆
国民健康保険税の税
率（あん分率）を見
直し

医 療 保 険 課 所得割及び均等割の見直しにより負担を軽減 －

◎
おりひめバス運行の
見直し

広 域 調 整 室

おりひめバス運行見直しに係る整備、小型ノンス
テップバスの購入、ＭＡＹＵ活用移動手段確保等
実証実験委託(総利用者 2,549人)、予約制乗合タ
クシー実証実験運行(総利用者 949人)を実施し、
利用者の利便性を向上

45,192

◇ ごみ処理施設改修 清 掃 セ ン タ ー

ごみ焼却施設の長寿命化を図るためH26～H28の
3ヵ年で大規模改良工事を実施。H27は炉の燃焼装
置・ごみクレーン・蒸気タービン等の改良工事を
実施

1,583,238

◇ 住宅取得応援事業 建 築 住 宅 課
市外からの転入を促進するとともに市外への転出
を抑制し定住促進を図るため、住宅の建築または
購入に対し最高200万円を補助(利用件数 346件)

303,545

事　業　名

安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり
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所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

◇ 住環境改善助成事業 建 築 住 宅 課

住宅の長寿命化や居住環境の改善を図り、桐生市
で快適な生活を営むことができるよう、住宅の改
築やリフォーム費用の一部を補助(利用件数 180
件)

16,167

◇
中通り大橋線周辺整
備

都 市 計 画 課
錦・琴平線の整備に向けて側道整備工事、物件補
償を実施。また、渡良瀬川右岸の生活道路7-1号
線道路改良工事を実施

58,504

◇ 幸橋線整備 都 市 計 画 課
県事業として本町三丁目から中通り線までの都市
計画道路を整備。H27は用地買収等を実施

57,060

☆ 小友線調査事業 都 市 計 画 課
小友線整備に向けて現況測量等の測量業務委託を
実施

2,614

◇ 道路新設改良・補修

土 木 課 ・ 新 里
地 域 振 興 整 備
課 ・ 黒 保 根
地域振興整備課

市内各所の道路新設改良・補修、かまぼこ道路の
解消、凹凸路面の解消など、安全で安心して通行
できる道路改修を実施

283,491

◇ 長尾根整備事業 土 木 課
桐生市とみどり市との地域間連絡道路を整備。
H27は切土工、盛土工及び植生工を実施

56,959

◇ 橋梁長寿命化改修 土 木 課
橋長15ｍ以上の橋梁63橋の改修を計画的に実施し
H26までに12橋が完了。H27は補修設計(9橋)、補
修工事(4橋)、橋梁定期点検(40橋)を実施

66,499

◇
(仮称)梅田浄水場建
設

水 道 工 務 課
浄水場建設に伴う設計業務委託、送水管布設工
事、配水管改良工事を実施

437,708

☆ 水道水源保全 水 道 総 務 課

桐生川ダムへ流入する河川水量を長期的、安定的
に確保するとともに、将来にわたって水道水源の
水質の保全を図るため、水源かん養林853㎡を取
得

1,880

◇
簡易水道事業の上水
道事業との統合

環 境 課 ・
黒 保 根
地域振興整備課

馬立簡易水道の軍場配水池改良工事(23,320千
円)、黒保根簡易水道の浄水場大規模改修及び配
水管布設工事(96,455千円)を実施

119,775

◇
境野水処理センター
汚泥処理機器更新

境 野 水 処 理
セ ン タ ー

境野水処理センターの効率的な運転のため、下水
処理施設の老朽化した汚泥処理機器(脱水機）を
H26～H27の2年をかけ更新

268,884

◇
消防車両、防火水槽
の整備

消 防 本 部

消防車両更新(水槽付ポンプ車、高規格救急車、
災害用バイクを各1台)(93,774千円)、
防火水槽新設(川内町五丁目、新里町板橋、新里
町関)(15,908千円)を実施

109,682

◇
東日本大震災・原発
放射能対策費

環境課・市民生活
課・清掃センター・
新里市民生活課・新
里地域振興整備課・
黒保根市民生活課・
学 校 教 育 課

放射性物質除染対策(1,791千円)、放射性物質測
定検査(1,626千円)、空間放射線量調査(205千
円)、放射能調査(4,327千円)

7,949

◇
臨時福祉給付金・子
育て世帯臨時特例給
付金

長 寿 支 援 課 ・
子 育 て 支 援 課

消費税率の引き上げによる影響を緩和するため、
臨時特例的な措置として実施
(臨時福祉給付金 24,095人 144,570千円)
(子育て世帯臨時特例給付金 12,190人 36,570千
円)

181,140

合計 4,738,913

事　業　名
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所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

☆
「子ども・子育て支
援新制度」の開始

子育て支援課・
学 校 教 育 課

より一層の子育て環境の充実を図るため、質の高
い幼児期の教育・保育及び地域子ども・子育て支
援事業などを提供

－

☆
小中学校の第３子以
降の給食費無料化

学 校 給 食 中 央
共 同 調 理 場

第3子以降の給食費を補助することで実質無料化
を図り、子育て世帯の負担を軽減

30,282

◇
保育園、幼稚園の第
３子以降の保育料無
料化

子育て支援課・
学 校 教 育 課

第３子以降の保育園、幼稚園、認定こども園の保
育料を無料化し、子育て世帯の負担を軽減

103,072

☆
地域少子化対策強化
事業

子 育 て 支 援 課

結婚・妊娠・出産・育児の切れ目のない少子化対
策を行うため、地域の子育て情報などが総合的に
提供できるポータルサイトの構築や各種講座の開
設、クラウドソーシングによる在宅での就労支援
を実施

8,000

◇
子育て支援センター
の充実

子 育 て 支 援 課
親子が相互交流できる場の提供、子育て相談、子
育て関連情報の提供及び地域の子育て支援活動の
展開を図るための取組などを行い子育てを支援

77,785

☆
「子ども発達相談
室」の設置

福 祉 課

保健師、保育士と作業療法士、言語聴覚士を配置
し「子ども発達相談室」を設置し、相談窓口を開
設するとともに、保育園、幼稚園への訪問、親子
教室、ペアレントトレーニング、講演会等を開催

3,704

◇
未来創生塾支援の拡
充

生 涯 学 習 課
群馬大学理工学部と地元企業、市民団体などと連
携して子供の夢と感性を育む実験的プログラム
「未来創生塾」を支援

3,733

◇
サイエンスドクター
事業

学 校 教 育 課
理科教育の充実を図り、科学振興に対応できる人
材の育成を目的として、群馬大学理工学府の大学
院生を講師として活用

4,301

☆
いじめ・不登校対策
事業

学 校 教 育 課
いじめ・不登校の未然防止や早期発見、早期対応
に繋げるため、学校生活への意欲やクラス満足度
などを客観的に測定する心理検査を実施

1,672

◇
学校教育相談体制の
充実

学 校 教 育 課
児童生徒や保護者の悩みや不安へのきめ細かな対
応や早期解決を図るため、全小中学校に教育相談
員を配置

21,722

◇ ネット見守り事業 青 少 年 課
児童生徒のネット環境(ＳＮＳへの書き込み等)対
応の教育・監視を目的として継続実施

468

◇ 商業高校海外研修 学 校 教 育 課
キャリア教育と国際理解教育の充実を図るため、
台湾での海外研修を実施

925

☆
黒保根町国際理解推
進事業

黒 保 根 公 民 館

黒保根町の特色ある教育として、西町インターナ
ショナルスクールとの交流を充実させるため、英
会話講師として1名を専任配置し、黒保根小学校
の児童を対象とする英会話指導を実施

120

◇ 小中学校改修 教 育 総 務 課
トイレ改修(12校 77,393千円)、広沢小施設改修
(11,966千円)、菱小施設改修(29,295千円)を実施

118,654

合計 374,438

事　業　名

子供のための未来づくり子供のための未来づくり子供のための未来づくり子供のための未来づくり
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所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

◇ 住宅取得応援事業 建 築 住 宅 課
市外からの転入を促進するとともに市外への転出
を抑制し定住促進を図るため、住宅の建築または
購入に対し最高200万円を補助(利用件数 346件)

303,545

☆
ひまわり団地分譲価
格見直し

黒 保 根
地域振興整備課

黒保根町ひまわり団地の分譲価格を見直し販売を
促進

－

◇
桐生武井西工業団地
の整備

都 市 計 画 課
県企業局と協定書の締結を行い、用地買収を実
施。また、団地内の幹線道路整備のため詳細設
計、用地購入等を実施

24,699

◇ 企業立地促進 産 業 政 策 課

県と連携した積極的な企業誘致活動及び企業の市
外流出防止活動の実施をするとともに、板橋上赤
坂工業団地への進出済み企業に対し企業立地促進
助成金を交付

4,900

☆
小中学校の第３子以
降の給食費無料化

学 校 給 食 中 央
共 同 調 理 場

第3子以降の給食費を補助することで実質無料化
を図り、子育て世帯の負担を軽減

30,282

◇
保育園、幼稚園の第
３子以降の保育料無
料化

子育て支援課・
学 校 教 育 課

第３子以降の保育園、幼稚園、認定こども園の保
育料を無料化し、子育て世帯の負担を軽減

103,072

☆
地域少子化対策強化
事業

子 育 て 支 援 課

結婚・妊娠・出産・育児の切れ目のない少子化対
策を行うため、地域の子育て情報などが総合的に
提供できるポータルサイトの構築や各種講座の開
設、クラウドソーシングによる在宅での就労支援
を実施

8,000

◇
不妊治療費助成の拡
充

健 康 づ く り 課
不妊治療を行っている夫婦の負担を軽減するた
め、不妊治療に要する医療費の一部を助成。年数
を3年から5年に延ばし支援を拡充

6,518

◇
未来創生塾支援の拡
充

生 涯 学 習 課
群馬大学理工学部と地元企業、市民団体などと連
携して子供の夢と感性を育む実験的プログラム
「未来創生塾」を支援

3,733

◇
サイエンスドクター
事業

学 校 教 育 課
理科教育の充実を図り、科学振興に対応できる人
材の育成を目的として、群馬大学理工学府の大学
院生を講師として活用

4,301

☆
黒保根町国際理解推
進事業

黒 保 根 公 民 館

黒保根町の特色ある教育として、西町インターナ
ショナルスクールとの交流を充実させるため、英
会話講師として1名を専任配置し、黒保根小学校
の児童を対象とする英会話指導を実施

120

◎
子育て就労者市内居
住奨励

産 業 政 策 課
市内企業に勤務し、かつ、市外に在住する子育て
世帯が定住を目的として市内転入した場合に奨励
金を交付(19世帯64人が転入)

2,600

◇ 定住促進事業 空 き 家 対 策 室
移住・定住の促進のため、相談会の開催や移住希
望者への情報発信、お試し暮らし、空き家見学会
などを実施。また、空き家・空き地バンクを充実

1,142

合計 492,912

事　業　名

人人人人 口口口口 減減減減 少少少少 対対対対 策策策策（再掲）（再掲）（再掲）（再掲）
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